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資料４－２ 

冷媒漏えい事故への対応について 

2013年11月  

一般社団法人 日本冷凍空調工業会  

1. 冷媒漏れの危険度と認識 

1.1 フルオロカーボンの冷媒漏えいが発生した場合に生じる事故の危険度（参考資料1） 

・少量の冷媒漏れでは人体への影響はない。 

・冷媒漏れが多くなるとめまいや気分が悪くなる場合がある。 

（平成13年1件、平成15年1件、平成18年2件、平成22年1件） 

・直接冷媒が人に触れると凍傷や、目に入ると失明を起こすおそれがある。 

・地下室など密閉された場所に冷媒が溜まり込んだ場合や、短時間に大量の冷媒が漏えいした場

合、その場所に人がいると酸素欠乏症（以下、酸欠と称す）状態になり(平成13年1件、平成15

年1件)、最悪の場合は死亡に至ることが考えられるが、酸欠による死亡事故は平成8年以降発生

していない。 

（推定市場ストック数約20万台、19年間で11件の人身事故から、人身事故発生確率は2.9ppm） 

 

1.2 安全処置と現状 

死亡・重傷などの重篤な事故は、換気処置が不十分なことが原因で発生しているケースがあった。 

冷凍空調装置の施設基準（高圧ガス保安協会（以下、ＫＨＫと称す）が策定した基準）に記載さ

れた、換気のための開口部の設置、機械換気装置の設置やセンサー等による漏れ検知・警報など

の安全基準を順守することで、重篤な事故発生に歯止めがかけられている。 

一般社団法人 日本冷凍空調工業会（以下、日冷工と称す）は、マルチ形のパッケージエアコンデ

ィショナの販売台数増加に合わせ、万が一冷媒が大量に漏れた場合、死亡事故につながる酸欠防

止のため、冷媒漏えい時の安全確保のためのシステム選定と施工および換気等の対策を規定した

施設ガイドライン（マルチ形パッケージエアコンの冷媒漏洩時の安全確保の為の施設ガイドライ

ン。以下、冷媒漏えい防止ガイドラインと称す）JRA GL-13を平成10年に制定し運用している。 

最近の事故情報では、装置異常を検知し警報発報並びに機器停止し、日常点検、定期点検、オー

バーホールなどの点検時に冷媒漏えいが発見される場合がほとんどで、安全に対する機能が働い

ている。 

 

2. 事故情報分析結果と対応  

近年は重篤な事故の発生はないが、報告される事故内容のほとんどが冷媒漏えいであり、2008年

～2011年の冷凍空調設備の事故情報200件に関し、ＫＨＫ事故調査結果から約80%以上は疲労（67

件(34%)）と腐食（92件(46%)）が原因で冷媒漏れが発生しているとの指摘がある。日冷工内部に

て事故情報件数が多いフルオロカーボン設備の疲労（64件）・腐食（76件）の案件（参考資料 2）

と機器メーカからの冷媒漏えい対策などを調査した。  
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2.1 疲労の事故調査結果と対応 （参考資料 2）  

稼働後、数年で冷媒漏えいを起こした事故は、電磁弁、四方弁などの機器の固定がされていない、

または不十分な事案があった。さらに、振動の加振源は、圧縮機の起動・停止による機械的変動

だけでなく、圧縮機の回転数変動や電磁弁のON-OFFおよび四方弁切り換え時に発生する冷媒の液

ハンマー（流体加振）があることなど、設計時の検討が十分であったとは言い切れない。  

【対応】疲労による冷媒漏えい事故を防ぐには、加振力となる圧縮機振動と冷媒の液ハンマー（流

体加振）があることを配慮した設計が重要である。加振力や最大応力の低減では、圧縮

機動バランスのためのウエイトの適正化や組み立て精度の向上、流体加振にも配慮した

配管、電磁弁、膨張弁、四方弁、ストレーナなど機器の適切な保持方法や、共振周波数

のスキップ、マフラや絞り構造による流体加振力の抑制など、設計段階で配慮すべき事

項として追記・強調して冷媒漏えい防止ガイドラインへ反映する。さらに、使用する周

波数全域での応力測定による評価・検証など、設計開発段階のチェック体制強化なども

継続的に行っていく。 

 

稼働後10年未満で発生する冷媒漏えい事故には、ろう付け部の強度確保に対する設計配慮不足に

よる疲労破壊や、熱応力が原因と思われる冷媒ヘッダー枝管ろう付け部の疲労破壊事象が見られ、

同様の情報提供が機器メーカからもあった。 

【対応】ろう付け継手は、冷凍保安規則関係例示基準にあるろう付け部の配管の外径と継手内径

との差（隙間）を管理することや、最小はまり込み深さを確保することと、冷凍空調機

器設備でも大きな温度変化が生じる箇所は、設計時に各材質の線膨張係数の違いによる

伸縮量も検討し、問題が生じないことの確認を行うことなどを、冷媒漏えい防止ガイド

ラインへ明記する。 

10年以上稼働している設備の疲労による冷媒漏れの発生箇所は、溶接部が最も多く、次いでキャ

ピラリーチューブ、フレア部、ろう付け部や圧縮機の吐出管などとなっている。稼働年数が長い

設備の冷媒漏れは、冷媒漏えいを起こしやすい箇所（溶接部、フレア部、ろう付け部）の腐食に

よる強度低下が、圧縮機の振動や流体振動による疲労破壊を起こす原因となっていることも予想

される。 

【対応】接合方法は、フレア形の膨張弁からろう付け形の膨張弁へ変更するなど、フレア部を極

力少なくする設計を今後とも推奨していく。 

 

2.2 腐食の事故調査結果と対応 （参考資料 3） 

ラッキングや保冷材等の施工不良や劣化による水の侵入が、ろう付け部、溶接部、配管などを腐

食させ、ピンホールの発生につながっている場合が多くあった。保冷材の中には銅の腐食を起こ

す成分（アンモニア等）を含んだものがあり、配管の腐食を助長し冷媒漏えいを起こす原因にも

なっていたと予想される。  

【対応】ラッキングや保冷材の適切な施工方法の教育と、銅配管を腐食する成分を含まない保冷

材の材質の選定を設計時に図面に明記し、現地施工業者への注意を呼びかけていく。 

なお、防錆塗装は、冷媒漏えいの起こしやすい箇所（溶接、ろう付け部、配管）の腐食

対策に効果があるので、冷媒漏えい防止ガイドラインの設計段階で配慮すべき事項に明
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記し推奨していく。 

 

チリングユニットに代表される水を使う設備は、水質の悪化による伝熱管の腐食や、水配管中

のごみや溶接くずなどがプレート式熱交換器や機器内部を詰まらせ局所的な腐食を誘発し、冷

媒漏えいを引き起こす場合があった。 

【対応】日冷工は、冷凍空調機器用水質基準ガイドラインJRA GL-02を制定しており、お客様の適

切な水質維持管理に役立てて頂くとともに、水質管理の重要性を広めていくことや啓発

活動にも努めていく。またプレート式熱交換器の取り扱いに関する注意事項についてパ

ンフレット（チリングユニットに用いられるプレート式熱交換器の取り扱いについて）

を作成しており、広く一般に活用頂けるようにホームページにも掲載している。 

（参考資料4） 

 

2.3 特殊環境下への対応  

使用環境の影響で、設備や配管などの劣化を加速し冷媒漏えいを起こす事例も見られた。 

【対応】海岸地域、コンビナート周辺、温泉地など特殊な使用環境下では、環境の事前調査によ

る設備や配管への影響度分析、塩害対策仕様の提示や塩害対策としてのアクリル樹脂塗

装など、設置前の提案を勧めていく。 

・耐塩害に関しては、日冷工が建設省（現：国土交通省）からの要請で制定した空調機器の耐塩

害試験基準JRA 9002がある。 

・腐食成分に関しては、一般社団法人 日本伸銅協会編集の「銅及び銅合金の耐薬品性に関する資

料」が参考になる。 

 

2.4 稼働年数に応じたメンテナンスの重要性 

疲労・腐食による冷媒漏えいは、10年以上の稼働設備での発生が65%以上ある。冷媒漏えい対策は、

機器設備の設計・製造・施工の対応だけでは十分ではない。機器設備を長く安全に使用頂くため

には、日常点検、定期点検や、機器に使用しているOリングなどシーリング部の定期的な点検・交

換も必要であり、適切なメンテナンスが確実に行われることが不可欠である。 

【対応】日冷工は、種々の保守メンテナンスに関するガイドラインを作成・整備しており（参考

資料5）、広く一般に活用頂けるようにホームページにも掲載している。 

中環審・産構審の合同小委員会にて報告されている実証モデル事業による機器の定期点

検効果は、冷媒漏えい量低減によるCO2排出抑制だけでなく、冷媒漏えい防止の保守・保

全の促進にもつながることや、冷媒漏えい点検の制度化の動きが本格化することもあり、

これらのガイドラインを充実し有効な点検となるように推進していく。 
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3．今後の対応 

3.1 冷媒漏えい防止ガイドラインJRA GL-14の充実と啓発 

冷媒漏えい防止は日冷工でも重要な事項として受け止めており、平成19年にフロン等対策ワーキ

ンググループを設置し（参考資料6）、現在も活動を継続している。 

フロン等対策ワーキンググループの中で、機器製造メーカとＫＨＫからの事故情報を元に冷凍空

調機器の冷媒漏えい防止ガイドラインJRA GL-14を平成22年9月29日に制定した（参考資料7）。こ

のガイドラインは設計・製造・施工・移動・使用・整備・廃棄の各ステージでの冷媒漏えい防止

に伴う要求事項を整備したものである。 

今回の疲労・腐食の分析と対応や、平成5年から平成23年の事故情報約332件を元に検討した、現

在のガイドラインで不足している点やさらに強調すべき点などについて見直し作業を行っており

（参考資料3）、日冷工および日設連（一般社団法人 日本冷凍空調設備工業連合会）に加盟して

いる各企業へ啓発活動を行っていく。 

 

3.2 冷媒漏えい点検（事故保全）から冷媒漏えい防止の保守・保全（予防保全）へ 

さらに日設連と合同で実施している冷媒漏えい防止対策（参考資料8）の一つである冷媒漏えい点

検資格者制度では、従来は冷媒漏えい有無の確認が主体であったが、冷媒漏えいが起こりそうな

事象を発見した場合、その処置方法などの提案が行える冷媒漏えい防止の保守・保全技術者の養

成にも注力する。現在、教育資料やチェックリストなどの策定に取り組んでいる。 

（JRA GL-14およびJRC GL-01（冷凍空調機器フルオロカーボン漏えい点検ガイドライン（日設連））

へ反映する予定） 

なお、【フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律】が6月に公布された。その中に、

第一種特定製品（業務用冷凍空調機器をいう）に使用されるフロン類の冷媒漏えいの抑制や防止

のための施策がある。安全面と環境面の両面の観点から日冷工・日設連の点検制度の充実と教育

強化及び種々のガイドラインの活用や啓発を行っていく。 

 

3.3 継続的な事故情報分析・対応と情報の共有化と体制強化 

日冷工内部の環境企画委員会、機械安全委員会、第 3 次漏えい対策ワーキンググループ、微燃性

冷媒安全対策検討ワーキンググループにて、事故情報の分析・対応と情報の共有化を継続して行

っていくとともに、より迅速に安全対策を講じるために安全対応委員会を立ち上げ現在活動を開

始している。 

以上 



参考資料 １）                       KHK 事故情報の内訳 

  



参考資料 ２）               KHK 事故情報の 疲労・腐食案件の分析 
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参考資料 3－１）                 JRA GL-14 の見直しの候補案 

  



参考資料 3-2 ）                 JRA GL-14 の見直しの候補案の事例 
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



参考資料 3-3 ）                 JRA GL-14 の見直しの候補案の事例 

 



参考資料 4）             日冷工発行の水質管理基準の基準一例とプレート式熱交換器の取り扱いについて 
 

 

 



参考資料 5）               日冷工発行の保守・点検のｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの例 
 

 
 



参考資料 6）                    冷媒漏えいへの対応経緯 
 

 



参考資料 7）              漏えい防止のためのｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ JRA GL-14 のポイント 
 

 



参考資料 8）              使用時漏えい防止のための日冷工・日設連と共同の取り組み事例 
 

 


